


⑤ 通話、メール及びインターネットの使用履歴を、必要に応じて、弁護人を

通して裁判所に報告する。

役員・従業員と接触することも、電話やメール等の手段によって接触することも

告会社従業員と偶然に接触することもないから、これらの者と口裏合わせを行う

ことはない。そして、被告人の住居から被告会社に移動するには相当程度の時間

以後保釈や勾留執行停止が認められなくなって十分な治療を受けられなくなる可

能性があり、そうなればまさに命に関わるのであるから、再度の身体拘束は被告

し、社内の電子メールもチェックするなどの必要な措置を講じることを誓約して
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会わず、弁護人を介することなく架電、メール及び手紙その他いかなる方

法でも接触しない。

④ 相被告人の居宅及び被告会社本社その他被告会社関係施設に行かない。

⑥ 上記①ないし⑤を確実に実施するため、同居の妻である相嶋】が身元

引受人として監視監する。

このような保釈条件を付せば、被告人が被告会社に赴き相被告人や被告会社の

なく、また、被告会社所在地と被告人の住所とは十分に離れており相被告人や被

がかかるから、監者である妻に隠れてこれを行うことは困難であるし、電話や

メール等についても、受言者側のサーバーや運会社には記録が残り、これを隠

滅することは不可能であるから、再度の身柄拘束や保証金の没取といった制裁の

リスク（仮に保釈条件に違反して保釈が取り消され再度身体拘束を受けた場合、

人にとって極めて強力かつ致命的な制裁のリスクとなる。）と相まって、上記条

件は接触禁止を担保するのに十分である。

また、被告会社関係者との関係で言えば、被告会社の専務代表取締役であり現

在の被告会社のトップである 氏が、被告人が保釈された場合に、被告会社従

業員に対して被告人と電話、電子メール、手紙その他いかなる方法によっても接

触しないよう通達し、あわせて、被告人が被告会社に訪れたとしても入館を拒否

いる（添付資料： 氏誓約書）のであるから、かかる観点からも上記条件は担



保されているといえる。

る可能性はない。そして電話やメール等による接触がなされれば記録が残ること

の方法を何ら述べることもなく「通謀を防ぐことができない」と言うのみであり、

言い掛かりというほかない。

また、検察官は、「被告人らが本件により処罰されることとなれば、被告会社

本件は既に被告人らの逮捕がテレビニュース等で一方的に報道されているのであ

上に「被告会社の経営」に「重大な影響」がある可能性はむしろ低いといえるし、

仮に検察官の主張が通るなら、人が処罰されればその関係者等に何かしらの影響

になってしまう。かかる検察官の指摘は何らの具体的根拠にも基づかないもので
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さらに、相被告人らにもほぼ同一の保釈条件を付せば、相被告人らと接触する

こともない。すなわち、相被告人の住居に赴くことや電話・メール等による接触

も無いし、相被告人大川原の住居は神奈川県 であり、相被告島田の住

居は神奈川県 市であるから、例え供然であっても上記両名らが顔を合わせ

は上記と同様である。したがって、相被告人との接触禁止についても、相被告人

にも同様の保釈条件を付すことで、再度の身柄拘束や保証金の没取といった制裁

のリスクと相まって上記保釈条件で十分に担保できる。

なお、検察官は、上記保釈条件について、「それらの条件をもってしても通謀

を防ぐことができない」と述べるが（別紙28（12月2日付け保釈求意見）・

2頁）、かかる厳しい保釈条件があるにもかかわらず、想定される具体的な通謀

の経営にも重大な影響を及ぼす可能性がある」ために被告人が罪証隠滅に及ぶ可

能性がある等と主張するが（別紙28（12月2日付け保釈求意見）・2頁）、

り （別紙29）、仮に被告人らが本件により処罰されることとなっても、現状以

が及ぶのは必至なのだから、起訴された者には全て罪証隠滅のおそれがあること

あり極めて失当である。

（6）小括

以上のとおり、被告人が自己の罪を免れるために被告会社関係者ないし相被告



1 万が一、刑事訴訟法第89条第4号に該当するとしても、職権による保釈（同

法第90条）が相当である。

2 被告人は、勾留期間中である同年9月25日、貧血の症状を発症して東京拘置

病院に

ケアが予定されている（現在、

抗癌剤の投与が中止された今、いつ命を失ってもおかしくない状態である。

を絶つことに等しいものである。
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に働きかける客観的可能性もその実効性もなく、被告人において罪証隠滅のおそ

れはない。

2結論
以上のとおりであるから、被告人に「罪証隠滅をすると疑うに足りる相当な理

由」は認められず、本件は刑訴法89条4号に該当しないから、必要的保釈が認

められる。

第3 仮に必要的保釈に該当せずとも、職権による保釈が相当である

所にて輸血処置を受けるとともに、内視鏡検査及び病理検査を行い、胃癌である

と診断された。その後、勾留執行停止決定を得て、 病院及び、
店院を受診したところ、「進行胃癌」、肝臓への転移がある「多発肝転

移」と診断された（別紙30、別紙31）。

現在、被告人は勾留執行停止延長決定（別紙3 2）を得て

て抗癌剤治療を行っていたが、全身状態が悪化したため（摂食困難、脱水、歩行

困難、肝機能と腎機能の低下による衰弱）、化学療法は中止となり、今後は緩和

病院に入院中）。

被告人は満72歳と高齢であり、胃癌の影響に加え、高齢であること、既往症、

出血性貧血等により、被告人の全身状態は著しく悪化しており、心身ともにもは

や限界である。

このような状態の被告人を再度拘置所に身体拘束下に置くことは、被告人の命



行停止が終了し治療中であるにもかかわらず再度身体拘束されるのではないか

既述のとおり全身状態が悪化して抗癌剤治療が中止され、いつ命を落としても

を絶つことに等しいのであるから、被告人及び家族の不安は極めて切実なもので

ある。
被告人を保釈して上記の不安を払拭した上で治療に専念させ、少しでも体調を

改善させて、胃癌の悪化を食い止めることが、被告人及び家族にとっても、本件

の刑事裁判にとっても必要不可欠であって、被告人の身柄を早期に解放すること

は必須である。
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現在、被告人は勾留執行停止を得て 店院に入院しているが、被告

人及びその家族は、勾留執行停止がいつまで継続するのか、もしかしたら勾留執

と、先の見えない身体拘束の不安とも戦いながら闘病している状況である。

おかしくない状態の被告人を再度拘置所に身体拘束下に置くことは、被告人の命

第4 結語
以上より、被告人の保釈を直ちに許可されたい。

添付書類
1. 誓約書
2. 身元引受書（被告人の妻）

3. 身分証明書（被告人の妻）

4. 誓約書（氏）
5. 誓約書（■氏）
6. 誓約書（氏）

以上



いて、オーストラリア・グループにおいて国際的に合意された規制リストと同一

しまうことから、そもそも生物化学兵器の研究開発が可能な性能を有していない
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別紙1 被告人らの主張の概要

被告人らは、被告会社が本件各被告事件において問題とされている各噴霧乾燥

器（以下「本件噴霧乾燥器」という。）を経済産業大臣の許可を得ることなく輸

出した事実自体は争っていない。

被告人らは、①本件要件ハの「滅菌又は殺菌をすることができる」の解釈につ

に解すべきこと（別紙 15：予定主張記載書面（2）・第1参照）を前提に、本件

噴霧乾燥器は本件要件に該当する客観的性能を有しないため輸出許可は不要であ

り、したがって、必然的に被告人らにおいて本件噴霧乾燥器が本件要件に該当す

るとの認識ないし共謀もない旨を主張して、犯罪の成立を争っているものである

（別紙 1 4：予定主張記載書面（1）参照）。

また、②かかる「滅菌又は殺菌」の解釈については検察官との対立があるとこ

ろ（別紙21：予定主張記載書面（2）・第2参照）、仮に検察官の採用する解

釈を前提としたとしても、本件噴霧乾燥器の客観的性能として、菌を死滅させる

だけの高温とならない箇所があり、この意味でも本件要件ハに該当しない旨（別

紙14：予定主張記載書面（1）・第2・4.（3）・工、別紙17：証拠調べ
請求書参照）、及び③本件噴霧乾燥器は、粉体の製造・回収の過程において粉体

が外部に露出してしまう客観的構造となっており有毒な粉体に作業員が被曝して

旨（別紙16：予定主張記載書面（3）参照）も併せて主張している。



和3年3月4日に予定されている。）。

の尋問の予定を確認することが予定されている（別紙7・3頁）。
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別紙2 公判前整理手続きの進捗状況

本件各被告事件は、4月27日付けにて公判前整理手続に付されており、第1

回打合せ期日が10月5日に（別紙4）、第2回打合せ期日が11月9日に（別
紙5）、第3回打合せ期日が12月9日に（別紙6）、第4回打合せ期日が和
3年1月18日に（別紙7）それぞれ開催された（なお、第5回打合せ期日が今

その間、検察官からは、5月18日付け証明予定事実記載書（別紙8）、6月

3 0日付け証明予定事実記載書2（別紙9）及び10月26日付け証明予定事実
記載書3（別紙10）並びに5月18日付け証拠調べ請求書（別紙11）、6月
30日付け証拠調べ請求書（別紙12）及び12月17日付け証拠調べ請求書（別

紙 13）が提出された。

他方、弁護人は、8月14日付け予定主張記載書面（1）（別紙14）及び11

月6日付け予定主張記載書面（2）（別紙15）、及び令和3年1月18日付け
予定主張記載書面（3） （別紙16）のほか、10月19日付け証拠調べ請求書

（別紙17）、及び令和3年1月18日付け証拠調べ請求書（別紙18）、並び
に8月14日付け証拠意見書（別紙 19）、12月8日付け証拠意見書（別紙2

0）、12月25日付け証拠意見書（別紙21）、及び和3年1月29日付け
証拠意見書（別紙 22）を提出した。

また、第4回打合せ期日で確認されたとおり、弁護人側は既に主張を尽くして

おり（検察官の今後の反論に対する再反論を除く。）、検察官においても弁護人

の予定主張記載書面（3）に対する反論のほかは新たな主張を予定しておらず、

双方の主張はほぼ出揃った（別紙7・ 2頁）。

その上で、次回打合せ期日においては、期日調整のために検察官・弁護人双方



オーストラリア・グループ（以下、「AG」という。）において国際的に合意された

ムであり、現在、日本を含む42か国とEUが参加している。そして、AGではかか

る目的を達成するため、参加国の合意事項として、輸出管理の対象品目及びその規

ト」という。）という形で定めている。

象となった。

のに対し、本件通達ではかかる限定についての文言が抜け落ちてしまった（なお、

ハについて、検察官が経済産業省の誤訳による解釈が正しいと主張するのに対し、

被告人らが本来の国際的合意に合致する解釈が正しいと主張するものであり、本件
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別紙3 本件の争点の内容

1 法的解釈に関する争点
（1） 被告人は、本件要件ハの「滅菌又は殺菌をすることができる」の解釈について、

規制リストと同一に解すべきと主張している。

すなわち、AGとは、化学・生物兵器の不拡散を目的とする国際的輸出管理レジー

制要件を、コモンコントロールリスト（Common Control List。以下「AG規制リス

AG 規制リストでは平成24年4月から、この規制対象に新たに噴霧乾燥器が追

加されることが合意され、かかる国際的合意を国内法化する形で、貨物等省令に本

件要件が追加され、本件要件を充足する性能を有する噴霧乾燥器の輸出が規制の対

そして、AG規制リストでは、滅菌（「Sterilization」）及び殺菌（「Disinfection」）

の定義規定が（英語で）設けられたが、経済産業省がかかる定義規定に相当する通

達（以下、「本件通達」という。）を発する際、AG規制リストの定義規定をした結

果、AG規制リストでは「殺菌」について薬液殺菌に限定する文言が付加されている

AG 参加国42か国及び EUのうち、国内法化未了のトルコ共和国と日本を除く
全ての参加国が、AG規制リストにおける上記の「滅菌」及び「殺菌」の定義と同一

の定義内容を含んだ形で国内法を制定している。）。

本件の争点①の本件要件ハの法的解釈は、このような状況を踏まえて、本件要件

の最も主要な争点となっている（なお、担当裁判官は、「裁判所がいずれの解釈を



採用するのかについて、今後、公判廷で判断を示すことになる」と述べている（第

ような温度まで上昇しない箇所がある等と主張するものである。

いて許可が必要であるとは認識していなかった等と主張するものである。
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2回打合せ期日メモ・3頁）。）。

（2） また、その他の法的解釈に関する論点として、弁護人は、本件噴霧乾燥器が粉

体の製造・回収の過程において粉体が外部に漏れ出してしまう客観的構造となって

いるという事実から、本件噴霧乾燥器が、本件要件ハのうち「定置した状態で内部

の」滅菌または殺菌ができるとの要件を満たさず、かつ輸出貿易管理が定める「軍

用の細菌製剤の開発、製造若しくは散布に用いられる装置」としての「噴霧乾燥器」

ともいえない旨も主張している。

2 本件噴霧乾燥器の客観的性能に関する争点

本件の争点である「本件噴霧乾燥器の客観的性能」は、上記の「貨物等省（本

件要件）の法的解釈」次第でその対象が変化するものであり、検察官は自身の解釈

に従って、本件噴霧乾燥器がこれに合致する性能を有すると主張するのに対し、被

告人らは、被告人らの解釈に従えば、そもそも本件噴霧乾燥器は本件要件かに該当

しえず、仮に検察官の解釈に従ったとしても、本件噴霧乾燥器は検察官が主張する

3被告人らの認識に関する争点
さらに、本件争点②の「被告人らの認識」もまた上記の「貨物等省令（本件要件）

の法的解釈」次第でその対象が変化するものであり、検察官は自身の解釈に従った

本件噴霧乾燥器の客観的性能等を被告人らが認識していたと主張するのに対し、被

告人らは、被告人らの解釈に従えば、そもそも本件噴霧乾燥器は本件要件ハに該当

しないのであり被告人らの認識は問題とならず、仮に検察官の解釈に従ったとして

も、被告人らは被告人らの主張する解釈が正しいと言じ本件噴霧乾燥器の輸出につ


